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概 要

下水中の新型コロナウイルスのモニターによる感染状況把握や早期検知への期待から，下水サー

ベイランス (SV) が積極的に行われてきた。本稿では，我々が実施してきた個別施設での下水 SV

技術や活用事例を示す。また，下水 SV を適用した個別施設からは，より迅速な検査結果の提示が

求められたため，従来法と同程度の感度でより迅速なウイルス濃縮法として固相抽出法を検討して

きたので，これを紹介する。最後に，個別施設での下水 SV の経験に基づいて，今後も下水 SV が

必要な社会インフラとして利用されるための期待について述べる。
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1．は じ め に

新型コロナウイルス (Severe Acute Respiratory

Syndrome Coronavirus 2: SARS-CoV-2) の世界的蔓

延を契機に，市中の新型コロナウイルス感染症

(COronaVirus Infectious Disease, emerged in 2019:

COVID-19) の感染者モニタリングや感染者の早期検

知への期待から，下水疫学 (WBE: Wastewater-

based Epidemiology) に基づく下水サーベイランス

(以下，下水 SV) が世界中で活発に実施されてきた。

下水 SVの適用は 2箇所に大別される。一つは，広域

の下水を集めて処理する下水処理場であり，他方は高

齢者介護施設などの個別施設である。本稿では，著者

が主として取り組んで来た個別施設での下水 SVに焦

点を当て，下水 SV適用に向けて開発してきた技術や

その結果を概説する。さらに，経験してきた調査事例

の中で浮かび上がってきた個別施設における下水 SV

の更なる社会貢献に向けた課題について整理する。

2．下水 SVの実用化に向けた技術開発

2. 1 京都モデル

下水には，既に発症している有症状の COVID-19

感染者に加えて，感染しているものの発症に至ってい

ない感染者，および無症状感染者のウイルスが排出さ

れている。ウイルス排出経路は，排便に加え，うがい

や歯磨きなど唾液を経由したものが含まれ1)，感染か

ら回復のステージごとに，あるいは人ごとにウイルス

排出量が異なると考えられている (Fig. 1)2)。従って，

個別施設においては，タイミング良く下水を検査する

ことで，当該施設が感染者を認識する前にそのシグナ

ルが得られる可能性がある。さらに，下水で得られた

シグナルを元に，施設利用者の臨床 PCR 検査を行え

ば，感染者個人を特定でき，特定された感染者を適切

に隔離することで施設内の感染拡大を防止できると考

えた。この 2 階建て検査システムを「京都モデルTM」

(Fig. 2) と名付け，概念実証 (PoC: Proof of Con-

cept) を行ってきた。

2. 2 個別施設での下水 SVに適したサンプラーの開発

個別施設の下水は，インバート枡，塩ビパイプ型の

枡などに排出されており，施設によって大きさや深さ，

流量などが異なる。このため，施設ごとの汚水枡の特

徴に合わせたサンプラーのデザインが必要になる。そ

こで，1948 年に下水中のサルモネラ菌を調査するた

めに開発されたMoore スワブを参考に，現代の汚水

枡に適用可能なサンプラー (PoP-CoV サンプラー：

Portable Passive Cotton Virus Sampler) (Fig. 3 左)
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Fig. 1 体内のウイルス量と排泄の関係に関する模式図



を開発した3)。PoP-CoV サンプラー (600 cm2) は，

汚水枡の形状に応じて可変であり，あらゆる汚水枡に

対応出来る点が特徴である。また，汚水枡にはトイレ

フラッシング排水だけでなく，洗面台の排水や，単位

時間当たりの流量が非常に多い大型の浴槽排水の排出

が想定されるため，これらの排水によってサンプラー

が脱落・流出しない工夫が必要である。想定される流

量に耐えうるサンプラーを構築するため，単位時間あ

たりにある面を通過する液体の質量 (質量流量) を算

出し，耐荷重実験によってサンプラーの強度を確認し

てきた (Fig. 3右)。これらの開発により，個別施設

での下水 SVの適用に向けた採水が実行可能となった。

ただし，数多くの後の調査経験からは，サンプラーの

表面積はさらに小型化しても同等の結果が得られる可

能性があり，将来に向けての検討課題である。

2. 3 迅速・安価かつ拡張性のあるウイルス濃縮法の

開発

マニュアル4,5)に記載のある下水中の SARS-CoV-2

の濃縮法としては，PEG 沈殿法や沈殿物抽出法など

がある。これらの方法は，世界で広く使われている方

法であり，一般的であるものの，遠心分離によって分

画された一部のみを試料として利用する点，また濃縮

に時間を要する点で，迅速に検査結果を知りたいとす

る社会のニーズに必ずしも十分に応えきれない可能性

が指摘される。これらの課題の解決に向けて，下水等

に含まれる化学物質の濃縮に頻繁に使用される固相抽

出法に着目した。固相抽出法は，ファンデルワールス

力や極性相互作用，イオン交換等を原理として化学物

質を保持・溶出させるものであり，ウイルス種によっ

てはこの原理で濃縮できる可能性があると予想した事

による。

固相としては，親水性・親油性をバランス良く持つ

高親水性逆相水湿潤性ポリマーの HLB を用いた。採

取した下水は遠心分離による分画を行わず，SS を含

む全量を HLB に負荷させる事を目的に，化学物質の

濃縮で最も頻繁に使われる粒子径 30 μm，ヘッドボ

リューム 6 cc ではなく，粒子径 60 μm，ヘッドボ

リューム 20 cc を採用した。qPCR で得られた Ct 値

を比較すると HLB 単体での濃縮 (試料量 30 mL) で

は，PEG 沈殿法よりも Ct 値が低いものの，沈殿物抽

出法よりも Ct 値が高かった (Fig. 4)。このため，イ

ソプロパノールによる HLB 溶出液を RNA 精製後に

Preamp 処理 (5cycle) したところ，沈殿物抽出法と

同等以下の Ct 値が得られる事を確認した (Fig. 4)。

濃縮されるウイルスは，SARS-CoV-2 のようなエン

ベロープウイルスに留まらず，PMMoV のようなノ

ンエンベロープの濃縮にも有効であった (Fig. 4) 事

は特筆すべき点であると考えられる。また本法での濃

縮に係る作業時間 (5.1 h) は，PEG 沈殿法 (20.6 h)，

沈殿物抽出法 (6.6 h) より 1.5〜15.5 h 短縮された

(著者のラボでの所要時間。結果を得るためにはさら

学会誌「EICA」第 28 巻 第 4号（2024） 51

Fig. 2 2 階建て検査システム「京都モデル」

左：完成写真 右：20 kg 耐荷重試験の様子

Fig. 3 PoP-CoV サンプラー

＊ 試料量を 30 mL に揃えた場合 (開発法に揃えた場合) とマニュアル記載
の試料量を用いた場合の 2パターンで比較した

Fig. 4 開発法と従来法の感度比較



に qPCR とデータ整理の時間が必要になる。)。民間

検査機関によるウイルス濃縮の費用のほとんどは，そ

れに係る人件費であり，作業時間の短縮は結果提示の

迅速性の向上だけでなく，コスト低減にも貢献できる

と期待される。さらに当然のことながら，HLB 溶出

液を用いる事で，ウイルス濃縮に加えて化学物質の分

析も可能になるため，方法論の拡張性も高まると考え

られる。

3．個別施設における下水 SV

3. 1 京都モデルの適用

特別養護老人ホームにおいて京都モデルを適用した

事例6)を紹介する (Fig. 5)。当該施設では，PoP-CoV

サンプラーを 24 h 連続で下水に浸し (パッシブサン

プリング)，24 h 後にサンプラーを手で絞り，得られ

た絞り液中の SARS-CoV-2 を沈殿物抽出法で濃縮し

た。採水は 1 回/週の頻度で実施したが，day35 以降

は毎営業日とした。調査開始時は下水陰性であり，施

設内の感染者は報告されていなかった。day15 に下水

で陽性となり，day24 に施設内感染者が報告された。

施設内感染者の報告がゼロとなった day34 の直後

(day35) は陽性であったが，その後は基本的に陰性

であった。ただし，不定期に陰性だが増幅あり (グ

レー判定) の結果が得られた。

day24 以前に毎日，ヒト検査を実施していたかは明

らかではないため，確実な事は不明だが，京都モデル

の適用により少なくとも始めの感染者報告よりも先に

下水から感染者の情報を得ていたものと考えられる。

また，感染者の報告がゼロとなった後にも，不定期に

グレー判定の結果が得られたのは，ヒト検査で陰性と

なった後にも糞便にはウイルス排泄が続くとの報告7)

を反映したものであると推測される。

3. 2 下水 SVの活用に関する実証事業

全国 22 施設を対象に，2022 年度に内閣官房が主導

して，大規模な下水 SVの活用に関する実証事業が行

われた2)。本実証では，①下水検査結果とヒト検査の

整合性，②最適な検査手法，③費用削減・迅速化に

ついて検討が行われた。

下水検査結果と施設内の感染者情報を突合させ検証

したところ，感度 (陽性の人がいた場合，正しく陽性

と検知する確率) は 75.7〜91.4%，特異度 (陰性の人

がいた場合，正しく陰性と検知する確率) は 65.9〜

94.2% であり，有症状者に加えて無症状感染者も検知

できたと報告されている。これらより，感染者が少

ない段階での初期検知に有用で，感染対策に活用で

きる可能性があると総括された。また，施設あたり

の平均新規感染者数のトレンドからは，お盆前後，年

末年始に感染が拡大する傾向 (Fig. 6) が示されてお

り，これらの期間に特化した下水 SVの適用も想定さ

れる。

ただし信頼性のある下水 SV実施に向けて，施設ご

とに職員や利用者の特性，行動パターン，生活時間等

の情報収集を行うほか，調査開始前に現地での排水経

路調査が必要とされている。また，個別施設での下水

SV普及にあたっては，以下が課題とされた。

・迅速な下水検査結果の提示

・費用低減 (採水および検査)

・品質確保に向けた人材教育，技術トレーニング

・疫学的観点，公衆衛生的観点からの施設へのコン

サルテーション

さらに，検査業者によって陽性，グレー，陰性の判

定基準が必ずしも同一ではなく，また検出下限値の考

え方に統一性がない事が示唆されており (Table 1)，

同等の下水 SV を提供する観点からは，これらの統

一化が必要になると考えられる。なお，個別施設にお

ける下水 SV の注意点等は，施設排水調査マニュア

ル8)および施設排水調査ガイダンス9)として整理され

ており，これらを参考に下水 SVを実施する事が望ま

しい。

個別施設における下水サーベイランスと社会貢献に向けた課題52

Fig. 5 京都モデルの適用事例6)

＊ ｢下水サーベイランスの活用に関する実証事業」個別施設実証レポート2)

を引用

Fig. 6 施設あたりの平均新規感染者数



4．with/afterコロナ時代における下水 SV

COVID-19 の蔓延により，下水 SVに関する学での

研究が進展し，また，民間の参入が増えた事で下水

SV に関する様々な技術が極めて短時間に大きな飛躍

を遂げてきた。さらに，この間に官も加えた産学官連

携で技術開発・検証に努めてきた事は，他に類を見な

いものであったように感じられる。COVID-19 の 5

類感染症移行に伴い，人々の COVID-19 への関心が

急速に薄れているなかで，現在，下水 SVへの期待は

新たなフェーズに入っている。これまでに関係各位が

積み上げ，開発・構築してきた技術は，5 類感染症移

行により感染実態が掴みにくくなった COVID-19 を

始め，将来発生するであろう感染症のモニタリングや

早期検知にも有効に機能する可能性があると考えられ

る。したがって，with/after コロナ時代においては，

獲得した技術の維持あるいは更なるアップグレードを

進めておく事が重要である。個別施設に特化して考え

ると，例えば，ウイルスの体外排出経路の想定から，

より採水が容易に行える採水ポイントがある可能性も

あるため，これを検証する事などが想定される。併せ

て，下水処理場調査・個別施設調査を問わず，これま

でに明らかとなってきた下水 SVの課題の解決に真摯

に取り組む必要がある。将来的な法整備についても期

待される。

今後の下水 SV技術の維持・革新においては，資金

調達が障壁になっていると思われるが，第三者機関等

を通じて，例えばクラウドファンディングの利用や，

分析レベルの維持を目的とした定期的なラウンドロビ

ンテストの開催，下限値の考え方の整理と統一などを

実現可能性も含めて検討していく事などが必要である

と考えられる。さらに，下水 SVが社会貢献を果たす

目的においては，分析結果や調査結果をより分かり易

く伝える工夫を重ねる事が肝要である。また，今後開

発される最新技術について学識経験者を交えて議論を

重ねていく事や，依然として十分な認知度を得ていな

い下水 SVを広く国民に紹介していく啓蒙活動も必須

である。これらを通じて，これまでに開発されてきた

技術が維持され，さらには発展し，今なお多数の感染

が続く COVID-19 や，次なる感染症が発生した際に，

下水 SVがパンデミックを防ぐ一つのエッセンシャル

ツールとして社会貢献することを強く期待する。
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Table 1 ｢下水サーベイランスの活用に関する実証事業」における検査機関ごとの下限値と判定基準

検査事業者 陽 性 グレー 陰 性

検査機関A
3ウェル測定し，1ウェルでも検出
下限以上検出した場合は陽性
(LOD=2,500 copies/L)

検出下限値以上の増幅は無いが，
1ウェル以上，検出下限値未満の
増幅があったもの

1ウェルも増幅が見られなかった
もの

検査機関B
Positive=検出
(Ct 値が得られている)

− Negative=検出せず

検査機関D
2ウェル測定し，1ウェルでも検出
下限値以上の場合は陽性
(LOD=83 copies/L)

検出下限値以上の増幅は無いが，
1ウェル以上，検出下限値未満の
増幅があったもの

1ウェルも増幅が見られなかった
もの

検査機関E

6ウェル測定し，1ウェルでも検出
下限値以上の場合は陽性
(LOD=200〜400 copies/L)

− 検出下限値未満のウェルのみ

(参考) 速報段階では，6ウェル測定し，検出下限値以上が 1ウェルあれば「疑わしき」として仮報告。
再分析でも同様に検出された場合「陽性」，検出されなかった場合「陰性」として報告。

＊ ｢下水サーベイランスの活用に関する実証事業」個別施設実証レポート2)を一部編集


